
○伊根町商工観光業振興対策事業補助金交付要綱
平成１３年７月２７日要綱第９号

改正
平成１７年１２月１３日要綱第２４号
平成２２年３月３１日告示第２７号
平成２９年９月２８日告示第６９号
令和６年４月１日告示第３７号

伊根町商工観光業振興対策事業補助金交付要綱
（目的）

第１条　この要綱は、商工観光業の振興を図るために商工観光事業者が主体的、積極的に行う
産業活性化及び地域経済の発展に寄与する事業に対し、補助金等の交付に関する規則（平成
５年伊根町規則第９号。以下「規則」という。）及びこの要綱の定めるところにより、予算
の範囲内において補助金を交付することに関し、必要な事項を定めるものとする。
（補助対象事業）

第２条　補助対象事業は、次の各号のいずれかに該当する事業とする。
（１）　商工業振興事業
（２）　観光業振興事業
（３）　その他町長が特に必要と認める事業
（補助対象経費、補助金額等）

第３条　補助の対象となる実施主体、経費（消費税を除く。）、補助金額等は別表第１に定め
るところによる。ただし、国、京都府等が実施する類似補助制度により助成を受けている者
及び伊根町開業支援金交付要綱（平成２２年伊根町告示第２４号）により支援金の交付を受
けている者は、補助の対象とはしないものとする。
（事業計画認定申請書の提出）

第４条　補助金の交付を受けようとする者は、あらかじめ伊根町商工会の審査を経て事業計画
認定申請書を町長に提出しなければならない。ただし、別表第１「事業創生型」欄に該当す
る事業又は商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律（平成５年法律第
５１号）第２条に規定する小規模事業者（以下、「小規模事業者」という。）は、当該認定
申請書の提出を省略することができる。

２　審査基準は、別表第２に定めるところによる。
３　事業計画には、次の事項を定めるものとし、様式は任意で作成するものとする。
（１）　現状と課題
（２）　事業内容
（３）　経営目標
（４）　地域経済への波及効果
（５）　その他必要な事項
（事業計画の認定の可否）

第５条　町長は、前条の計画認定申請書を受理したときは、速やかにその内容を審査し、認定
の可否を申請者に通知するものとする。
（補助金の交付申請）

第６条　補助金の交付を受けようとする者は、町長が定める日までに商工観光業振興対策事業
補助金交付申請書に関係書類を添付して町長に提出しなければならない。
（補助金の交付決定）

第７条　町長は、補助金申請書を受理したときは、審査のうえ、交付金を交付すべきものと認
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めたときは速やかに交付決定を行い、申請者に対しその旨を通知するものとする。
（変更の承認申請）

第８条　補助金の交付の決定を受けた者は、事業内容を変更しようとするときは、商工観光業
振興対策事業補助金変更承認申請書を町長に提出し、承認を受けなければならない。
（実績報告）

第９条　申請者は事業が完了したときは、速やかに商工観光業振興対策事業補助金実績報告書
を町長に提出しなければならない。
（状況報告）

第１０条　申請者は事業が完了した翌年から３年間、事業計画の進捗状況等について商工会を
経由して町長に毎年４月末までに１回報告するものとする。ただし、第４条ただし書の規定
により事業計画認定申請書の提出を省略した事業者は、直接、町長に報告するものとする。
（補助金の取り消し及び返還）

第１１条　町長は、次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、この補助金の交付を取り
消し又は交付した補助金の全部若しくは一部を返還させることができる。
（１）　事業計画の認定及び補助金の交付に際して付した条件に違反したとき。
（２）　交付決定前に事業に着手したとき。
（３）　本事業の実施にあたり不正行為があったとき。
（４）　廃業若しくは営業の実態が確認できないとき。
（５）　前号各号に掲げる場合のほか町長が不適当と認めたとき。
（報告の徴収）

第１２条　町長は、上記以外に必要に応じて補助金の交付を受けた者に対し報告を求め、調査
を行うことができる。
（財産処分の制限）

第１３条　規則第２１条ただし書の規定により町長が定める期間は、減価償却資産の耐用年数
等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数とし、同条第２号に規定
する町長が別に定めるものは、１品の取得価格又は効用の増加価格が１０万円以上のものと
する。

２　規則第２１条規定による町長の承認を受けようとするときは、財産処分等承認申請書を町
長に提出するものとする。

３　町長は、前項に規定する財産処分の申請があったときは、別に定める承認基準により決定
し、申請者に通知するものとする。
（書類の整備）

第１４条　申請者は、補助金に係る収支を記載した帳簿を備え付けるとともに、その証拠とな
る書類を整理し、かつ、これらの書類を当該事業の完了の日の属する年度の翌年度から５年
間保存しなければならない。

２　申請者は、補助事業により取得した財産について、取得財産等管理台帳を作成し第９条に
規定する実績報告書に併せて町長に提出するとともに適切に管理しなければならない。
（委任）

第１５条　この要綱の施行に関し必要な事項は、町長が別に定める。
附　則

この要綱は、公布の日から施行し、平成１３年度事業から適用する。
附　則（平成１７年１２月１３日要綱第２４号）

この要綱は、公布の日から施行し、平成１８年度事業から適用する。
附　則（平成２２年３月３１日告示第２７号）
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この告示は、平成２２年４月１日から施行し、平成２２年度事業から適用する。
附　則（平成２９年９月２８日告示第６９号）

（施行期日）
１　この告示は、公布の日から施行し、平成３０年度予算から適用する。
（経過措置）

２　この告示の施行日前に伊根町地域おこし起業支援補助金交付要綱（平成２８年告示第７６
号）及び伊根町景観支援整備事業補助金交付要綱（平成２９年告示第６号）に基づき、補助
金交付決定を受けた者については、なお従前の例による。
附　則（令和６年４月１日告示第３７号）

この告示は、令和６年４月１日から施行する。
別表第１（第３条関係）
１　商工業振興事業

補助対象事業 事業創生型 設備投資型

事業内容 商工業の経営改善又は振興に資する事業で、新商品の開発、販路開
拓、共同店舗化等地域振興に寄与できると認められる事業

実施主体 １　町内に住所を有する個人事業主並びに町内に本店を有する法人
２　上記１で構成する町長が適当と認める団体

補助対象経費 報償費、賃金、委託費、旅費、 設備投資費（ただし、車両及び土
消耗品費、印刷製本費、会議 地の取得に係る費用は除く。）
費、通信運搬費、会場等借上
料、その他町長が特に必要と認
める経費

補助金額 補助対象経費の２分の１以内の 補助対象経費の１０分の３以内の
額（７５万円を上限）又は町長 額（３００万円を上限）又は町長
が認めた額 が認めた額

採択要件 １　補助対象経費の合計額３０ １　補助対象経費の合計額５０万
万円以上の事業 円以上の事業
２　過去にこの補助金の採択を ２　過去にこの補助金の採択を受
受けていない事業者 けていない事業者

２　観光振興事業

補助対象事業 事業創生型 設備投資型

事業内容 観光業の経営改善又は振興に資する事業で、誘客宣伝、販路開拓、
事業者間の連携等地域振興に寄与できると認められる事業

実施主体 １　町内に住所を有する個人事業主並びに町内に本店を有する法人
２　上記１で構成する町長が適当と認める団体

補助対象経費 報償費、賃金、委託費、旅費、 設備投資費（ただし、車両及び土
消耗品費、印刷製本費、会議 地の取得に係る費用は除く。）
費、通信運搬費、会場等借上
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料、その他町長が特に必要と認
める経費

補助金額 補助対象経費の２分の１以内の 補助対象経費の１０分の３以内の
額（７５万円を上限）又は町長 額（３００万円を上限）又は町長
が認めた額 が認めた額

採択要件 １　補助対象経費の合計額３０ １　補助対象経費の合計額５０万
万円以上の事業 円以上の事業
２　過去にこの補助金の採択を ２　過去にこの補助金の採択を受
受けていない事業者 けていない事業者

３　その他商工観光業の振興に資する事業

補助対象事業 イベント出展型 空き家活用型

事業内容 商工観光業の振興に資するた 空き家を活用して社宅、寮など従
め、町外で開催されるイベント 業員の雇用の確保を行う事業（空
への出展 き家とは、伊根町空き家情報管理

システムに登録のある物件をい
う。）

事業主体 １　町内に住所を有する個人事 町内に住所を有する個人事業主並
業主並びに町内に本店を有する びに町内に本店又は支店、営業所
法人 若しくは店舗（賃貸借を含む）を
２　上記１で構成する町長が適 有する法人
当と認める団体

補助対象経費 委託費、旅費、消耗品費、印刷 工事請負費
製本費、通信運搬費、会場等借
上料、その他町長が特に必要と
認める経費

補助金額 補助対象経費の２分の１以内の 補助対象経費の１０分の３以内の
額（１５万円又は当該イベント 額（３００万円を上限）又は町長
での売上金額の少ない額を上 が認めた額
限）又は町長が認めた額

採択要件 国、地方公共団体又は国、地方 補助対象経費の合計額５０万円以
公共団体が構成員となっている 上の事業
団体が主催するイベントへの出
展

別表第２（第４条関係）
伊根町商工観光業振興対策事業に係る事業計画審査基準

伊根町商工会は、伊根町商工観光業振興対策事業に係る事業計画について、下記の基準
により審査を行う。

１　事業計画の内容及び目標、実施時期等が適切であること
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（１）　事業の内容について実効性があること。
（２）　適切な目標を掲げていること。
（３）　実施時期が適切であること。
（４）　店舗等の増築、改修を行う事例の場合は、規模及び構造が事業目的に合致して
いるものであること。
（５）　資金調達、収支計画等が適切なものであること。

２　事業の実施体制について
（１）　申請者が商工会の経営指導、診断等の参画を同意すること。

様式第１号（第４条関係）
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様式第２号（第５条関係）
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様式第３号（第６条関係）
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様式第４号（第７条関係）
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様式第５号（第８条関係）
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様式第６号（第９条関係）
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様式第７号（第１０条関係）

21/25



22/25



様式第８号（第１３条関係）
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様式第９号（第１３条関係）
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様式第１０号（第１４条関係）
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